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学 位 論 文 題 名 

 
女性部の参画による農協の総合的事業展開の可能性 

‐北海道を対象として‐ 
 
本論文は序章、終章を加え６章からなり、図 10、表 83、文献 88 を含む、総頁数 158 の

和文論文である。別に３編の参考論文が添えられている。 
 農家の「生活」と「営農」を守る組織として誕生した農協は、組織基盤の変化や地域社

会の変貌によって、現在ではより広く地域住民を対象にした事業展開が求められている。

その際、歴史的に生活に関わる活動を行ってきた農協女性部が重要な存在になると考えら

れる。 
経済事業を中心に発展してきた北海道の農協でも組織基盤や地域社会の変化により生活

事業を含めた事業展開が必要とされている。その際、女性部の参画がこれまで弱点であっ

た農協の生活事業・活動を強化し、総合的事業展開をもたらす契機となる可能性が考えら

れる。ただし、専業農業地帯である北海道では女性が男性とともに基幹的に農業に従事し

ており、女性の農協への参画は個別農業経営内での地位の強化を通じて迂回的に進むと考

えられる。つまり、府県の女性の農協への参画が生活を中心とした女性部活動に依拠して

いるのとはおのずと異なるわけである。 
農協における女性の参画を契機とした総合的事業体制への展開も、府県では生活事業・

活動から営農事業へという経路をたどるのに対し、北海道では女性の営農部門での農協参

画を契機として生活事業・活動への担い手となるという道筋が想定される。本論では以上

の論理を仮説的に提示することを課題としている。 
 第１章は総論に当たり、北海道の農協において総合的事業展開が求められる根拠を、農

協における准組合員の広がりと地域インフラとしての役割から整理している。また、農業

分野の女性施策、農協における女性の参画について概観し、北海道の農協女性部の特徴を

あらかじめ明らかにしている。  
第２章では、女性部が農協運動の中心的担い手として位置づけられ、女性の農協参画も

進んでいる福岡県「にじ農協」を事例に、生活事業・活動を起点とした農協の総合的事業

展開の論理を明らかにしている。にじ農協は販売事業の比重が大きいが、同時に直売所事

業や福祉事業等の生活に関わる事業にも積極的に取り組んでいる。女性部を支部と目的別



グループから構成される組織に再編している。その中で、加工品の製造・販売や食農教育

等の多様な活動を展開し、その活動が農協事業と結びついて准組合員の獲得や農協事業利

用高の増加等に寄与している。また、女性の農協参画も並行して進められ、女性部を基盤

にして女性が農協運営に反映されるしくみが確立されている。 
第３章、第４章では北海道の事例を扱い、北海道における農業経営における女性の位置

づけと経営参画の状況、農協女性部の機能と農協への参画状況を明らかにしている。第３

章は農家女性の基礎構造分析であり、きたみらい農協における後継者妻の農業経営におけ

る位置づけを明らかにしている。後継者妻は非農家出身者が多く結婚前に農業経験のない

女性が圧倒的であり、農作業を開始する年齢も遅くなる傾向にある。農業経営は益々複雑

で専門化し後継者妻が農業に関わるハードルは高いが、農作業のみならず経営管理への関

心も高い。その組織活動は「フレッシュミズ」組織を中心としており、農協はこの場を通

じて女性に農業経営に関する研修の機会を提供し、営農の担い手としての育成を行ってい

る。こうした農協活動は、女性組織を基盤とした経営参画に向けた動きであると評価して

いる。 
 第４章では南幌町農協を事例に農協女性部を通じた女性の経営参画の可能性と限界につ

いて明らかにしている。農協では女性の経営参画の実現をめざす方針を取り、女性部への

女性の全員参加を目標とする再編を実施し、各種の農業経営に関する研修を実施した。こ

れは、地域再編政策として進めつつあった拠点型農業生産法人化のための個別農業経営の

シミュレーションの実施と軌を一にしていた。研修により女性の経営参画に向けた能力は

向上したが、法人の構成員が男性に限られたこともあり、全体としては女性の経営参画は

実現されなかった。しかし、女性部内でのグループ活動も増加しており、直売店の運営な

どもみられる。農協は役員層と女性部との意思疎通を図る取り組みを開始しており、徐々

にではあるが農協への参画の道も開けつつある。 
終章では以上の事例分析を踏まえ、北海道における女性部の参画による総合的事業展開

の可能性について明らかにしている。北海道の農協においては女性を営農の担い手として

位置づけ、営農をひとつの軸として女性の農協参画を進める方向が現実的である。このた

めには個別経営内での女性の地位向上も重要である。女性部の活動を農協事業と結びつけ

ることで、活動面と意思決定の両面から女性の農協参画が進むと考えられる。その際、重

要なのは営農と生活の関係性である。女性たちの活動や意向は食育や加工のように営農と

生活の両方に関わるものである。女性部が営農と生活の結節点となることによって、農協

の総合的事業展開が可能になり、地域における農協の存在意義が強化されるとしている。 
以上、本研究は北海道の女性部活動の活性化を通じて従来の営農事業中心の農協の事業体

制をより総合的なものへと展開させる可能性を仮説的に提示しており、農協の地域、生活

分野での社会的要請に対する示唆を与えている。 
よって、審査員一同は、高橋祥世が博士（農学）の学位を受けるのに十分な資格を有す

るものと認めた。 
 


